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令和５年（2023 年）労働組合基礎調査結果の概要 

 

１ 労働組合及び労働組合員の状況 

 

 令和５年６月 30 日現在における沖縄県の労働組合数は 465 組合、労働組合員数は 

55,706 人で、前年に比べ、労働組合数は 2 組合（0.4％）の増、労働組合員数は 391 人 

(0.7％)の減となった。 

 また、推定組織率は、8.5％となり、前年より 0.3 ポイントの低下となった。 

 （第１表、第１図） 
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２ 産業別の状況 

 

 労働組合員数を産業別にみると、「公務」が最も多く、9,635 人(全体の 17.3％)、次い

で、「卸売業，小売業」が 7,622 人(同 13.7％)の順となっている。 

 労働組合員数の増加が大きかった産業は、「卸売業，小売業」が 612 人の増となってお

り、減少が大きかった産業は「公務」が 258 人の減であった。 

（第２表） 
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３ 企業規模別（民営企業）の状況 

 

 民営企業の労働組合員数は 32,996 人で、前年に比べ 181 人（0.6％）増加した。 

  これを企業規模別にみると、1,000 人以上規模が 19,006 人（構成比 57.6％）、次いで、 

100～299 人規模が 5,977 人（同 18.1％）、300～999 人規模が 3,790 人（同 11.5％）、30

～99 人規模が 2,549 人（同 7.7％）となっている。（第３表） 

 

 

 

４ 適用法規別の状況 

 

 適用法規別の労働組合員数をみると、「労組法（労働組合法）」が 38,162 人（構成比 

68.5％）、次いで、「地公法（地方公務員法）」12,830 人（同 23.0％）、｢地公労法（地

方公営企業等の労働関係に関する法律）」3,116 人（同 5.6％）の順となっている。 

 前年に比べ、増加幅が大きかったのは「労組法」82 人の増となっている。逆に、減少

幅の大きかったのは、「地公法」427 人の減となっている。（第４表） 
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５ 上部団体別の状況 

 

 上部団体別に労働組合員数をみると、「日本労働組合総連合会沖縄県連合会（連合沖

縄）」は、38,506 人で、前年に比べ 19 人（0.0％）増加し、労働組合員数全体に占める

割合（構成比）は 69.1％で、労働組合数は前年より 8 組合（2.6％）増加した。 

 「沖縄県労働組合総連合（県労連）」は、3,557 人で、前年に比べ 233 人（7.0％）増

加し、組合数の変化はなかった。 

 連合沖縄、県労連のいずれにも加盟していない「その他」は、13,643 人で、前年より

 643 人（4.5％）の減少、前年より 6 組合（5.3％）減少した。（第５表） 

 

 

 

 

６ パ－トタイム労働者の状況 

 

 パ－トタイム労働者の労働組合への加入状況をみると、加入労働組合数は 58 組合、パ

ートタイム労働組合員数は 5,454 人で、前年に比べ 6 組合（11.5％）増加し、パートタイ

ム労働組合員数は 719 人（15.2％）増加となっている。 

  労働組合員数全体に占めるパートタイム労働組合員数の割合（構成比）は 9.8％で、前

年に比べ 1.4 ポイント増加し、また、推定組織率 3.3％で、前年に比べ 0.2 ポイント増加

した。 

（第６表） 

 

 


